




















































₁ 　憲法裁判所が司法機関か、あるいは別の第 ₄ の機関であるのかという点に関する議論は、김상겸、「헌
법재판소법의 문제점과 개선방안」、『공법학연구』제₆권 제₁호、한국비교공법학회、₂₀₀₅.₂、₁₃₆頁参照．、최
희수、「헌법재판의 본질과 헌법재판소의 헌법상 편제 - 헌법개정 논의에 부쳐」、『공법학연구』제₉권 제₄호 , 한국
비교공법학회、₂₀₀₈.₁₁、₁₆₃頁参照。   
₂ 　同旨のものとして、신평、『헌법재판법』、법문사、₂₀₁₁、₅₉頁、김상겸、「헌법재판소법의 문제점과 개선
방안」、『공법학연구』 제₆권 제₁호、한국비교공법학회、₂₀₀₅.₂、₁₃₆～₁₃₇頁、김철수、「헌법재판소와 대법원
의 관계」、『헌법논총』제₁₉집、헌법재판소、₈₈頁、一方、韓国では大法院と憲法裁判所の序列を論ずる
のは無意味で、大法院と憲法裁判所の専門性がどのように進化していくべきかという点が重要だという
見解がある。박규환、「헌법재판의 담당기관에 관한 소고 - 독일제헌의회의 연방헌법재판소 설치와 그 위상에 
대한 논의를 중심으로」、『공법학 연구』제₁₂권 제₁호、₂₀₁₁.₂、₂₇₉頁。
₃ 　同様の問題意識を持つものとして、김경제、「한국의 헌법재판제도」、『공법학연구』제₇권 제₃호、한국공
법학회、 ₂₀₀₆、₁₆₄頁。











































































































































































































































































































































































の HP http://www.scourt.go.kr/public/history/scsv_jus/index.html を参照。大法官の活動及び履歴に関しては
韓国民族文化百科参照。
₁₅　전광석、「제헌의회의 헌법구상」、『연세대학교 법학연구』₁₅권 ₄호、연세대학교 법학연구원、₂₀₀₅.₁₂、₁₉頁。
₁₆　유진오に関する評価は、金日秀、「법학교육자로서 현민」、『고려법학』제₄₈호、고려대학교 법학연구원、
₂₀₀₇.₄、₄₂₃～₄₃₂頁参照。












































₁₉　兪鎭午の憲法起草当時の劣悪な状況に関しては 계희열、「현민 유진오의 사상과 헌법제정에서의 역할」、
『고려법학』、고려대학교 법학연구원、₂₀₀₈、₄₀頁参照、김광석 , 「유진오와 대한민국 헌법」、 『고려법학』、고
려대학교 법학연구원、₂₀₀₇、₄₄₇頁参照 .、한상범、「한국헌법Ⅰ - 제헌과 민주화의 시련」、『공법연구』₁₇、
한국공법학회、₁₉₈₉.₇, ₈₇頁参照 .、신용옥、「대한민국 제헌헌법 기초 주체들의 헌법기초와 그 정치적 성격」、
『고려법학』제₅₁호、고려대학교 법학연구원、₂₀₀₈.₁₀、₂₄頁 参照 .、 이성우、「헌법심의기능 강화를 위한 새













憲法起草に関する理解を誤ったものである。김형남、「한국의 대통령과 헌법재판의 관계」、『경성법학』제
₁₅집 제₁호、경성대학교 법학연구원、₂₀₀₆.₇、₉₃頁。 
₂₄　남복현 も現行憲法が憲法裁判機関を二元化することで、憲法解釈の統一性が確保できないと指摘す
る。남복현、「헌법재판관할권의 재설계 - 현행헌법 ₂₀년 운영경험을 바탕으로」、『공법연구』제₃₅집 제₄호、
한국공법학회、₂₀₀₇.₆、₃₂頁。
₂₅　同旨のものとして、憲法改正当時に大法院が自ら違憲法律審査権を持たないようにしたという分析が













（ 3）憲法裁判所法68条 1 項における裁判訴
願の排除
　韓国憲法₁₁₁条 ₁ 項 ₅ 号は、憲法裁判所の
管掌事項として憲法訴願を規定し、憲法裁判















































남복현、「헌법재판소와 대법원의 관할문제」、『공법연구』제₃₂집 제₁호、한국공법학회、₂₀₀₃.₁₁、₁₃₆頁。
₂₇　第₆₈条 ①公権力行使又は不行使によって、憲法上保障された基本権を侵害された者は法院の裁判を
除いては、憲法裁判所に憲法訴願審判を請求することができる。ただし、他の法律に救済手続きがあ
る場合には、その手続きを全て経なければならない。   
₂₈　第₆₈条 ② 第₄₁条第 ₁ 項による法律の違憲の可否審判の提請申請が棄却された時には、その申請をし
た当事者は憲法裁判所に憲法訴願審判を請求することができる。この場合、その当事者は当該事件の
訴訟手続きで、同じ理由で再び違憲審判の提請を申請することはできない。
₂₉　홍성방、『헌법학』、（₂₀₀₉）、₃₇₅頁、김학성、「헌법재판소법 제₆₈조 제₁항 위헌확인」、『강원법학』제₁₃권、












































































₃₁　남복현、「헌법재판소와 대법원의 관할문제」（₂₀₀₃）、₁₇₅-₁₇₇頁参照、남복현、「헌법재판관할권의 재설계 -














































務士の資格について、法務士法 ₄ 条 ₂ 項 ₃₈は、
「法務士試験に合格した者」と規定していた
が、本法律の規定によって施行された法務士






こで A は、法務士法施行規則 ₃ 条 ₁ 項が、




₃₄　조홍석 , 「제도적 관점에서 본 현행 헌법재판제도의 문제점과 개선방안」、『법과 정책연구』제₈집 제₂호、한국





₃₆　同旨のものとして、조홍석、「제도적 관점에서 본 현행 헌법재판제도의 문제점과 개선방안」（₂₀₀₈）、₃₁₉頁。
₃₇　日本の司法書士に該当する。
₃₈　法務士法　第 ₄ 条 ①次の各号の ₁ に当たる者は法務士の資格がある。
　 ₂ ．法務士試験に合格した者



























































































































































































































₄₂　차동욱、「위헌법률심사제도의 민주적 정당성에 대한 고찰 - 대의제 민주주의 하에서의 헌법재판제도의 정당성」、
『정부학연구』제₁₂권 제₂호、고려대학교 정부학연구소、₂₀₀₆.₁₂、₁₈₃頁。 
₄₃　김하열、「법률해석과 헌법재판」、『저스티스』통권 제₁₀₈호、한국법학원、₂₀₀₈.₁₂、₄₇頁参照。


















































































































































































































































































































₅₃　신평、「헌법재판소의 변형결정에 대한 비판적 검토」、『헌법학연구』제₁₄권 제₁호、한국헌법학회、 ₂₀₀₈.₃、






































































解がある。남복현、「헌법재판소와 대법원의 관할문제」（₂₀₀₃）、₁₇₅頁、남복현、「헌법재판관할권의 재설계 -
현행헌법 ₂₀년 운영경험을 바탕으로」（₂₀₀₇）、₂₀頁 及び、裁判訴願を排除した結果、非常識的な憲法裁判























































































































































₆₁　同旨のものとして、박규환、「헌법재판의 담당기관에 관한 소고 - 독일제헌의회에서의 연방헌법재판소 설치

















































































































いるという指摘がある。김학성、「헌법재판소법 제₆₈조 제₁항 위헌확인」、（₂₀₀₁）、₁₈₀頁。
₆₄　憲法₁₀₇条が既に、規範統制を二元化している点、そして憲法₁₁₁条 ₁ 項 ₅ 号が憲法訴願に関する内容
を完全に法律に委任している点、そして憲法審、又は憲法に関する最終的解釈機関を明示していない
点等が代表的であるといえる。
